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　商工会議所は、明治11（1878）年に、商工業者の意見を集約し、政府に建議要望
等を行う機関として初めて東京に創設され、以後、現在までに全国514カ所に設立さ
れている、あらゆる業種・業態の商工業者からなる「地域総合経済団体」です。

野田総理が「中小企業の活性化」を
国の成長戦略の柱に位置付けることを明言
　日本商工会議所は3月15日、第115回通常会員
総会を都内で開催。全国の商工会議所会頭・副
会頭ら840人が出席した。
　開会挨拶した岡村会頭は、日本が再び成長を
取り戻すため、東日本大震災からの復興と成長
戦略の実行に邁進するよう訴えた。
　特に、原発事故により未だ非常事態にある福
島への対応や、エネルギー・電力問題やデフレ
からの脱却、地域経済の疲弊など山積する課題
を克服するため、前例にとらわれず、大胆な発
想による政策展開が必要との考えを述べた。

　この後、「第115回通常会員総会決議～日本再
生に向け、震災復興と成長戦略の実現を～」を
満場一致で採択した。
　また、来賓として挨拶した野田内閣総理大臣
は、今夏政府が取りまとめる「日本再生戦略」
において、日商が兼ねてより要望していた「中
小企業の活性化を成長戦略の柱」にすることを、
本総会で初めて明言した。日商では、今後も中
小企業の活力強化および、地域活性化のための
必要な要望活動を強力に展開していく。

挨拶する岡村正 日商会頭

通常会員総会には、野田佳彦 内閣総理大臣、枝野幸男 経済産業大臣が来賓
として出席

かわら版

日本再生に向け、震災復興と成長戦略の実現に
総力を結集して邁進していくことを改めて決議

◆決議・要望活動（第115回日本商工会議所通常会員総会）
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　政府は、3月30日、パート労働者への社会保険
（年金、医療、介護）適用拡大について、閣議決
定した。
　当初の政府案では、適用拡大により約370万人
が対象とされ、全体で最大4500億～ 5000億円程
度の企業負担増（パート労働者全体で同額を負担）
となり、このままでは、厳しい経営環境におかれ
ている中小企業に大きな打撃を与えるため、日商
では、2月に全国の商工会議所の連携のもと、積
極的に要望活動を展開し、見直しを求めた。
　こうした要望活動が実を結び、閣議決定にお
いては、新たな適用対象は約45万人にとどまり、
大幅に縮小した。
　ただし、試算上、事業主にとっては新たに800
億円の負担が発生する（年金500億円、医療300
億円［介護含む］）ほか、平成28年の実施後、3
年以内に対象を拡大することを法案に明記する
としており、中小企業にとって、まだ課題が残

る内容となっている。
　一方、平成25年には新しい年金制度の法案提
出が予定されており、日商では、適用拡大は、
その議論の中で、第3号被保険者のあり方や、所
得税額控除の基準等と併せて一体的に検討すべ
きと、主張している。引き続き、中小企業にと
って過度な負担増とならないよう、国会、政府、
政党の動向を注視しながら、必要な要望活動を
展開していく。

 日本商工会議所では、全国商工会議所との連携
のもと、被災地企業の支援を継続して展開して
いる。
　このうち、「遊休機械無償マッチング支援プロ
ジェクト」は、被災地において、事業再開への
意欲があるにもかかわらず、津波等で機械が流
されてしまい再開できない事業者に対し、日本
各地の企業で保有している遊休機械を、無償で
提供するもの。
　既に560件のマッチング支援を実施している。
さらに被災地企業からは、現在も1900件以上の
要望があり、引き続き支援を継続している。

宮城県・仙台市に向け、東
京商工会議所会員企業の敷
地 か ら 運 び 出 さ れ る 機 械

（H23/11）

岩手県・大船渡商工会議所
の会員企業に搬入された機
械（H23/12）

旋盤、ボール盤、コンプレッサ、溶接機、
プレスブレーキ等の機械については依然
として要望が多いため。引き続き、皆様
のご協力をお願いします。

（お問い合わせ先）

商工会議所は、地域の商工業者の応援団です。

当初政府案と閣議決定内容との比較
（②⑤が要望活動による大きな成果）

当初政府案（最大） 閣議決定内容
対象者数 370万 45万
①週労働時間 　20時間以上

②月額賃金 制限なし 7.8万円以上
（年収94万円以上）

③雇用期間 6カ月以上 1年以上
④学生 適用除外

⑤従業員規模 制限なし 501人以上を対象

商工会議所の要望活動が実を結び、拡大適用対象
が当初政府案の370万人から45万人に

◆要望活動（パート労働者への社会保険の適用拡大問題）

全国ネットワークによる連携で、遊休機械のマッチングを支援中
すでに560件の支援実績、被災地から現在も1900件超の要望あり

◆東日本大震災での被災地支援活動
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